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はじめに 

下水道は、生活環境の改善、浸水の防除、公共用水域の水質保全を 

図るための社会基盤施設であり、一日たりとも機能停止が許されるも 

のではない。このため、維持管理の適正化と経営の安定化に向けて、 

より一層の取組みが必要である。 

本市の汚水整備においては、昭和５１年に公共下水道事業に着手し、 

同６１年より供用開始して以来、計画的に整備を進めているところで 

あり、令和４年度末の下水道普及率は、６１．４％、水洗化率は８９． 

４％となっている。 

 未整備地区１６１ｈａについて、令和７年度までの概成に向けて整 

備を進めていくことが急務であり、すでに整備を終えた地区において 

は施設の補修や更新等を計画的に推進し、よりよい社会資本として、 

郷土の偉人である「塙保己一」の遺したことば『世のため、後のため』 

をまちづくりの基本として、将来世代に引継いでいかなければならず 

下水道も例外ではない。 

しかし、下水道の整備には多額の事業費を必要とし、また、今後は 

経年劣化・老朽化が進む施設を適切に維持管理し、下水道のサービス 

を継続的に提供して行く必要がある。そのためには、下水道事業の財

政基盤の安定化が最も重要である。 

 本審議会では、本格的な人口減少と少子高齢化社会の到来や、厳し

さを増す財政状況などの社会状勢の変化を踏まえつつ、令和５年１１

月２７日に本庄市長から諮問を受けた内容について慎重に審議を重ね、

次のとおり結論を得たので、ここに答申する。 
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公共下水道事業における使用料金等の適正化について 

 

１．下水道使用料金の改定について 

 

  本庄市公共下水道事業の使用料金を別添のとおり改定し、令和 

６年１０月１日より賦課徴収する。 

  （参照）「（答申）下水道使用料金表・下水道使用料金対照表」 
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（答申）下水道使用料金表 

  （税別） 

料金 

 

用途 

基本料金（１月につき） 超過料金（１立方メートルにつき） 

排除量 金額 排除量 金額 

一般用 10 立方メート

ルまで 
１，２２０円 10 立方メート

ルを超え 30 立

方メートルま

で 

１３５円 

30 立方メート

ルを超え 50 立

方メートルま

で 

１５０円 

50 立方メート

ルを超え 100
立方メートル

まで 

１６５円 

100 立方メー

ト ル を 超 え

200 立方メー

トルまで 

２０１円 

200 立方メー

ト ル を 超 え

500 立方メー

トルまで 

２３０円 

500 立方メー

ト ル を 超 え

1,000 立方メー

トルまで 

２５９円 

1,000 立方メー

トルを超える

もの 
２８８円 

浴場営業用 排除量１立方メートルにつき   ５０円 

 施行期日：令和６年１０月１日～ 
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（答申）下水道使用料金表 

  （税別） 

料金 

 

用途 

基本料金（１月につき） 超過料金（１立方メートルにつき） 

排除量 金額 排除量 金額 

一般用 10 立方メート

ルまで 
１，３４０円 10 立方メート

ルを超え 30 立

方メートルま

で 

１３５円 

30 立方メート

ルを超え 50 立

方メートルま

で 

１５０円 

50 立方メート

ルを超え 100
立方メートル

まで 

１６５円 

100 立方メー

ト ル を 超 え

200 立方メー

トルまで 

２０１円 

200 立方メー

ト ル を 超 え

500 立方メー

トルまで 

２３０円 

500 立方メー

ト ル を 超 え

1,000 立方メー

トルまで 

２５９円 

1,000 立方メー

トルを超える

もの 
２８８円 

浴場営業用 排除量１立方メートルにつき  ５５円 

 施行期日：令和８年４月１日～ 

4



下水道使用料金対照表 

 

                    現 行         答 申 

排水量（㎥/月） 
 

基本料金 
10 ㎥まで 

超過料金 
1 ㎥当り 

 
基本料金 
10 ㎥まで 

超過料金 
1 ㎥当り 

０～  １０ ９２０円  １，２２０円  

１１～  ３０ 

 

１３５円 

 

１３５円 

３１～  ５０ １５０円 １５０円 

５１～ １００ １６５円 １６５円 

１０１～ ２００ ２０１円 ２０１円 

２０１～ ５００ ２３０円 ２３０円 

５０１～１,０００ ２５９円 ２５９円 

１,００１～     ２８８円 ２８８円 

浴場営業用  ４０円    ５０円 

   ※料金は全て税別です 

   施行期日：令和６年１０月１日～ 
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下水道使用料金対照表 

 

                    現 行         答 申 

排水量（㎥/月） 
 

基本料金 
10 ㎥まで 

超過料金 
1 ㎥当り 

 
基本料金 
10 ㎥まで 

超過料金 
1 ㎥当り 

０～  １０ １，２２０円  １，３４０円  

１１～  ３０ 

 

１３５円 

 

１３５円 

３１～  ５０ １５０円 １５０円 

５１～ １００ １６５円 １６５円 

１０１～ ２００ ２０１円 ２０１円 

２０１～ ５００ ２３０円 ２３０円 

５０１～１,０００ ２５９円 ２５９円 

１,００１～     ２８８円 ２８８円 

浴場営業用    ５０円    ５５円 

   ※料金は全て税別です 

   施行期日：令和８年４月１日～ 
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１．下水道使用料金の改定 

（１）料金改定の背景 

 公共下水道事業の経費については、地方財政法により原則とし

て、企業の経営に伴う収入をもってこれに充てなければならない

とされており、将来に渡って安定した下水道経営と、持続的なサ

ービスを提供していくことが求められている。 

 このような状況の中、今年度は、埼玉県が管理運営を行ってい

る流域下水道の維持管理負担金について、協定書の見直し年度と

なっており、埼玉県から昨今の燃料費、電気代、人件費等の高騰

等により、改定が避けられない旨の通知があり、埼玉県との協議

の結果、本市の現状の使用料金内では賄えないことが見込まれ、

今後の下水道事業の運営を図る上で及ぼす影響が大きいため、諮

問事項となる「公共下水道事業における使用料金等の適正化につ

いて」、慎重審議を行った。 

 

（２）料金改定について 

流域下水道維持管理負担金改定分の財源の確保については、一

般会計へ依存するのではなく、自立した経営を図るためには、料

金改定を行う必要があると認める。 

また、料金改定に際しては、私費負担分は使用料収入で賄うこ

とを原則としつつも、物価高騰の影響で大変な下水道使用者の生

活への影響を考慮した上で、改定幅は、流域下水道維持管理負担

金の改定分を主として、急激な負担増にならないよう激変緩和措

置等（２年間）を講ずる必要がある。 

 

（３）新料金表について 

   現行の料金表をベースとして、各階層の改定率を一律に上げる

方法や同額を増額する方法等を検討した結果、大口使用者への負

担が非常に大きくなることが想定されため、基本料金に重みを置

き複数の料金体系パターンで審議検討を行った結果、排水量に影

響されにくいこと、経営の安定化を図ることができること、いず

れかの水量区分に偏りすぎることがなく、全使用者から一定の増

収が見込めて、大口使用者や一般使用者の生活等への影響も配慮
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できることから、別添の表のとおり、激変緩和措置（２年間）を

用いた料金改定（案）を明示します。 

 

（４）おわりに 

本市の下水道事業は、利根川右岸流域下水道事業の枠組みの中

で行われており、終末処理場については埼玉県の管理となってい

ることから、今回の改定は、流域下水道維持管理負担金の改定に

起因するものであり、埼玉県に対しても、不断の経営努力と適正

な維持管理を行なって頂くよう強く要望するとともに、流域下水

道維持管理負担金の県内格差是正に向けて、更に要望活動を継続

して行く必要がある。 
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